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1 はじめに
気候変動に関する経済学的な分析は，理論と実証の両面で，研究のフロン
ティアを急速に広げつつある．理論面では，新世代の気候経済モデルが開
発され，自然科学の知見と結び付きながら政策上の意思決定に積極的に活
用されるようになってきた．また実証面でも，個人用計算機の性能が向上
し，様々な大規模データが利用可能になったことで，気候と経済との間に
ある因果関係を明らかにしようとする機運が高まっている．このような潮
流は，気候の変化が徐々に顕在化する中で，その影響の解明と処方箋の提
供とが，これまで以上に差し迫った課題として認識されるようになったこ
との現れでもある．本稿では，気候変動問題の一般的な背景を整理した上
で，経済学における近年の研究動向を紹介する．

2 問題の背景
人類が地球環境に与えてきた影響の中で，おそらくは最もスケールの大き
なものの 1つが，二酸化炭素の排出である．図 1のパネルAに見られるよ
うに，人為起源の二酸化炭素の排出は，当初は専ら森林伐採等の土地利用
の変化によって生じていた．それが，産業革命を契機に，石炭や石油，天
然ガスといった化石燃料が消費されるようになり，経済活動は大量の二酸
化炭素の排出を伴うものになった．とりわけ 20世紀の半ば以降はこの傾向
が顕著で，直近の 10年間（2006年から 2015年）だけでも，炭素量に換算
して 100GtC（1GtCは 10億炭素トン）を超える二酸化炭素が大気中に排
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図 1: 二酸化炭素の排出量，累積排出量，蓄積先の内訳．パネルAは年間排出量の
推移を排出源の内訳と共に示したもの．パネルBの外側の円は，1750年から 2015
年の累積排出量を排出源ごとに示したもの．内側の円は，同じ期間の累積吸収量
を吸収源ごとに示したもの．単位はいずれもGtC．値は Le Quere et al. (2016)に
基づく．

出されている．排出された二酸化炭素の一部は，陸上や海洋に吸収される
ことで，地球の炭素循環の中に組み込まれてゆく．図 1のパネルBに示し
たように，過去 250年間の累積排出量 594GtCのうち，158GtCは陸上に，
175GtCは海洋に吸収されたと見積られている１）．一方，累積排出量のおよ
そ 44%にあたる 261GtCは依然として大気中にとどまっており，これが人
為起源の気候変動の原因と考えられている．
現在，地球の大気に含まれる二酸化炭素の量は毎年 5GtCを超えるペー

スで増加しており，2015年時点でその総量は 850GtCを超えている２）．こ
れは，数十万年間の長期スケールで見ても，未曾有の水準である．図 2の
パネルAは，大気中の二酸化炭素の総量３）について，過去 80万年間の推移
を示したものである．またパネルBには，同じ図を直近の 1000年間につい
て（つまりはパネルAの右端を）拡大して表示してある．過去のデータか
らは，氷期と間氷期のサイクルに合わせた周期的な変動は見られるものの
４），地球の大気に含まれる二酸化炭素の量はおおむね 400–600GtC程度に
とどまっていたことが分かる．約 1万 2000年前に始まった現在の間氷期に
あっても，二酸化炭素の水準は 600GtC弱で安定的に推移していた．それ
が，1850年前後を境にして急激な上昇に転じている．これは，既に上で見
たように，産業革命以降の化石燃料の消費によって大量の二酸化炭素が排
出され，その一部が大気中に蓄積されたためである．
大気中に含まれる二酸化炭素の増加は，図 2のパネルDに示したよう
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図 2: 大気中の二酸化炭素，放射強制力，地表の平均気温の推移．パネルAとパネ
ルBは，氷床コアから得られたデータ (Luthi et al., 2008; Bereiter et al., 2015) と
大気から得られたデータ (Keeling et al., 1976; Thoning et al., 1989)を組み合わせ
たもの．パネルCは，温室効果ガスによる効果に加えて，エアロソルや日射量の変
化を合わせた放射強制力（ただし火山活動の影響を除く）を示している (Crowley,
2000)．パネル Dは，Mann et al. (2008)およびMorice et al. (2012)によるもの
で，気温は 1850–1900年の平均値からの乖離で表わしてある．

な，地表の平均気温の急激な上昇傾向を生み出したと考えられている．地
表の気温は，地球が太陽から受容するエネルギーと宇宙に放出するエネル
ギーとが均衡する水準で安定する．よく知られているように，大気中の二
酸化炭素は，地表から放射されたエネルギー（赤外線）の一部を吸収する
ことで，地球が受け取る正味のエネルギー量を増加させる (Fourier, 1824;
Foote, 1856; Tyndall, 1861)．産業革命以前は，この二酸化炭素の温室効果
を含めて，地球のエネルギー収支はおおむね均衡していたと考えられる．
それが，二酸化炭素の急激な増加によってエネルギー収支の均衡が崩れ，
地表の気温を押し上げているのである．より具体的には，産業革命以前の
均衡と比較したエネルギー収支の変化は，放射強制力（radiative forcing）
と呼ばれる単位面積あたりのエネルギー量で表現される．例えば，二酸化
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炭素による放射強制力は対数関数によって近似できることが知られており
(Arrhenius, 1896)，したがって時点 tにおける放射強制力は

Ft = F2× log2

(
M0,t

M̄0

)
+ F̄t (1)

のような形で与えられる．ここで，M0,tは時点 tにおける大気中の二酸化炭
素の量，M̄0は基準となる時点（多くの場合 1750年）における二酸化炭素の
水準である．パラメタの F2×は，二酸化炭素の大気中含有量が基準値から
2倍になった場合の放射強制力を表わすもので，その推定値は F2× = 3.71

である (Myhre et al., 1998)．この二酸化炭素による影響に，エネルギー収
支に寄与する他の要因 F̄tを加えた，正味の放射強制力 Ftの推移を図 2の
パネルCに示した．隣のパネルDと比較すると，単純な放射強制力の変化
だけでも過去の気温の振る舞いをある程度説明できることが分かる．
もっとも，放射強制力の変化が直ちに気温の変化につながるわけではな

い．言ってみれば，地球の気温は「火にかけた鍋の水」のようなもので，放
射強制力はその「火加減」に相当する．火を強めたからといってすぐに水
が温まるわけではないし，逆に火を止めても冷めるまでには時間がかかる．
そのため，気温の変化と放射強制力との関係は，例えば

Tt − Tt−1 =
1

χ
(Ft − κ(1− f)Tt−1) (2)

のような運動方程式によって記述される (Schneider and Thompson, 1981)．
ここでχ > 1は気候システムの慣性を捉えており，このパラメタの値を（単
位時間の長さに応じて）適当に選ぶことで，気温の調整に時間がかかる様
子を表現することができる．パラメタ κは，温度の高い物体ほど多くのエ
ネルギーを放出するという科学的によく知られた事実を反映したもので，
κ = 3.2と推定される (Soden and Held, 2006)．もう１つのパラメタ f は，
フィードバック効果（気温の上昇に伴って，雲や水蒸気，あるいは地表の反
射率といった気候システムの構成要素に生じる変化）を捉えている．フィー
ドバック効果については，科学的に十分に明らかでない部分が残されてお
り，正確な推定は容易でないとされる (Roe and Baker, 2007)．
運動方程式 (2)におけるフィードバックパラメタ fは，気候感度（climate

sensitivity）と呼ばれる指標を介して，気候変動の将来予測の中で重要な役
割を果たす．気候感度とは「大気中の二酸化炭素が産業革命以前と比べて
2倍の水準で推移した時に実現するであろう気温の上昇幅」のことである．
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上の (1)と (2)からなるモデルでは，二酸化炭素をM0,t = 2M̄0の水準で安
定化させると，十分に遠い将来時点の気温は

lim
t→∞

Tt =
F2×/κ

1− f
=: s

に収束することが分かるから５），この sが気候感度である．この指標が重
要なのは，二酸化炭素の排出量が同じであっても，気候感度の値が大きけ
れば将来の平均気温は上昇し易く，逆に値が小さければ上昇し難いからで
ある．二酸化炭素をどの程度まで排出してよいか（あるいはどの程度削減
すべきか）を考えるためには，気候感度の値をそれなりの精度で知ってお
く必要がある．フィードバック効果 f が未知であるために，気候感度は一
定の幅を持ってしか推定することができないが，例えば IPCC (2013)は s

の値は 1.5から 4.5の範囲にある可能性が高い（likely）としている．
以上のような背景知識は，問題の科学的な側面にいて理解を深めるのに

役立つというだけでなく，経済学的な分析を進める上でも重要になる．こ
こでは必要最低限の事項についてのみ紹介したが，興味のある読者は，例
えば Farmer and Cook (2013)や Eggleton (2013)を参照されたい．

3 理論分析
気候変動という問題に対して，経済学的な観点から最初に分析を加えたの
はおそらくNordhaus (1977)である．Nordhaus (1977)は，この問題を「考
え得る中で最も甚しい外部性の例」と捉え，動学的最適化問題という伝統
的な経済学の枠組みの中で，二酸化炭素の影響を内部化するための政策を
論じた．ただ，当時の議論は部分均衡モデルに基づくもので，気候システ
ムも最適化問題に対する外生的な制約として与えられるという，極めて簡
素なものであった．気候変動の経済分析をより現代的な形で提示し，その
後の研究の方向性を決定付けたのは，Nordhaus (1992, 1993, 1994)による
DICE（Dynamic Integrated Climate-Economy）モデルである．DICEモデ
ルは，数多くの批判に晒されながらも (Pindyck, 2013)，今なおこの分野にお
ける重要なベンチマークであり続けている．また近年では，Golosov et al.
(2014)の研究を契機に新世代の気候経済モデルも開発されるようになり，
理論分析における新たなトレンドになりつつある．
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図 3: 気候経済モデル．炭素循環のストックおよびフローの数値は IPCC (2013)
および Le Quere et al. (2016)に基づく．各炭素貯蓄層のストックの値は 1750年
時点の推定値，括弧内の数値は 1750-2015年の正味変化量，矢印に付された数値
は 2006-2015年の炭素フローの年平均値．単位はいずれもGtC．

3.1 気候経済モデル
以下では，Golosov et al. (2014)のモデルも念頭に置きながら，DICEモ
デルに若干手を加えたものを用いて気候経済モデル６）の構造を説明しよう．
図 3に，モデルの概略を示した．基本的なアイディアは，Ramsey-Cass-
Koopmans型の成長モデル (Ramsey, 1928; Cass, 1965; Koopmans, 1965)
に，前節で記述したような集計的な気候モデルを組み合わせるというもの
である．まず，時点 tにおける経済全体の生産技術は，

Qt = AtK
α
t L

γ
tE

1−α−γ
t (3)

のような Cobb-Douglas型の生産関数よって代表されると仮定する．左辺
のQtは最終財の生産量，右辺のAtは全要素生産性，Ktは資本ストック，
Ltは労働投入量，Etはエネルギー消費を表わす．エネルギーの生産関数に
は，

Et =
(
ν0E

ρ
0,t + ν1E

ρ
1,t

) 1
ρ (4)

のようなCES型を想定しよう．ここでE0,tとE1,tはそれぞれ化石燃料と再
生可能資源の消費量で，これらのエネルギー源は，労働 Li,tを生産要素と
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して
Ei,t = Ai,tLi,t, i = 0, 1 (5)

のような線形の技術で生産されるものと仮定する．時点 tの総人口をNtで
表わすと，労働力に関する制約は

Lt + L0,t + L1,t = Nt (6)

である．二酸化炭素の排出は化石燃料の生産におおよそ比例するから，単
位を適当に選ぶことで，化石燃料の消費量E0,tを二酸化炭素の排出量と見
なしてよい７）．排出された二酸化炭素E0,tは， M0,t+1

M1,t+1

M2,t+1

 =

 ϕ0,0 ϕ0,1 ϕ0,2

ϕ1,0 ϕ1,1 ϕ1,2

ϕ2,0 ϕ2,1 ϕ2,2


︸ ︷︷ ︸

=:Φ

 M0,t

M1,t

M2,t

+

 E0,t

0

0

 (7)

のような運動方程式に従って，地球の炭素循環の中に取り込まれる．既に
前節で触れたように，M0,tは大気中の二酸化炭素の総量を表わす．一方，
M1,tは陸上生物圏および海洋の表層に蓄積された二酸化炭素の総量，M2,t

は深海に蓄積された二酸化炭素の総量である．行列Φは，図 3に描かれた
ような，二酸化炭素が複数の異なる貯蓄層を循環する様子を線形関数で表
現したものである．土地利用の変化に伴う二酸化炭素の排出は，単純化の
ために捨象してある．時点 tにおける平均気温 Ttは，大気中の二酸化炭素
含有量M0,tに応じて，前節で導入した (1)と (2)を通して定まる．これで，
経済活動が地球の平均気温に影響を及ぼす経路を描写したことになる．
一方，平均気温が経済活動に及ぼす影響については，いわゆる損害関数

（damage function）を用いて表現されるのが一般的である．損害関数とは，
「平均気温が Tt度上昇した場合に総生産の何割に相当する損害が生じるか」
を見積ったものである８）．ここでは，Ω(0) = 1および limT→∞ Ω(T ) = 0を
満たす任意の減少関数Ωによって，損害関数を 1−Ω(Tt)で表わそう．つま
り，平均気温がTt度上昇した場合に生じる損害の総額をDt = (1−Ω(Tt))Qt

で表わす．すると，生産量から損害額を減じた「正味の生産量」Ytは

Yt = Qt −Dt = Ω(Tt)Qt = Ω(Tt)AtK
α
t L

γ
tE

1−α−γ
t (8)
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のように書ける．この（正味の）生産は

Ct + It = Yt (9)

のような形で消費Ctと投資 Itとに振り分けられ，投資は

Kt+1 = (1− δK)Kt + It (10)

のように資本ストックを増加させる．ここで，δK は単位時間あたりの資
本の減耗率である．一人当たりの消費を ct := Ct/Nt，個人の効用関数を
u(c, T )，時間選好率を ρ > 0として，時点 tにおける社会厚生は，

Wt =
∞∑
τ=t

(
1

1 + ρ

)τ−t

Nτu(cτ , Tτ ) (11)

のような功利主義的社会厚生関数によって与えられるものと仮定する．上
の (1)–(11)を全て合わせたものが，我々の気候経済モデルである．
気候経済モデルには，異時点間の資源配分や二酸化炭素の排出削減に関

する基本的なトレードオフが記述されており，経済学の理論に根差した費
用と便益の比較を可能にしている．気候変動に伴う外部性の影響も，抽象
度の高い集計レベルではあるが，モデルを必要以上に複雑にしない形で導
入される９）．(1)，(2)，および (7)からなる「気候システム」は，現実の気
候の振る舞いを詳細に描写するには心許無いが，自然科学の知見を必要に
応じて取り込むだけの拡張性を持つ．研究上の関心に応じて，モデルによ
り詳細な構造を与えることも，あるいは部分的に単純化することも極めて
容易である．DICEモデルが四半世紀をかけて示してきたように，現実を
バランスよく抽象化した気候経済モデルは，自然科学的な知見と社会科学
的な知見とを単一の枠組みの下で統合し，それを政策に反映させるための
効果的なプラットフォームとして機能する．

3.2 炭素の社会的費用
気候経済モデルを用いた分析の一例として，炭素の社会的費用（social cost
of carbon: SCC）に関する研究を紹介しよう10）．SCCとは，「二酸化炭素を
炭素換算で 1トン追加的に排出することで生じる社会的な費用」のことを
言う11）．これは，「大気中の二酸化炭素を 1炭素トン削減することで得られ
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る社会的な便益」と言い換えてもよい．現時点で二酸化炭素を削減すれば，
将来時点に予測されている気温の上昇を（わずかに）抑制することができ
る．それに伴って，本来であれば生じるはずであった気候変動に起因する
損害を，部分的に回避することが可能となる．そしてこの便益を，削減費
用と比較可能な形で（つまりは金銭的な現在価値で）評価したものが SCC
である．SCCの推定値は，二酸化炭素 1炭素トンの「価格」と解釈できる
ため，炭素税の議論とも結び付いて政策的な意味を持たせやすい．
理論的には，時点 tにおける SCCは

SCCt =
−dWt/dM0,t+1

dWt/dCt

(12)

で定義される．分子の−dWt/dM0,t+1は，時点 tにおいて二酸化炭素を追
加的に排出することによって（したがってM0,t+1を限界的に増加させるこ
とによって），社会厚生が減少する程度を表わしている．これを分母にある
消費の限界効用（つまりWtとCtの限界的な交換比率）で除してあるのは，
社会厚生で測った損害を時点 tの消費財の単位に換算するためである．一
見して (12)からは明らかでないかもしれないが，SCCとは，二酸化炭素の
排出によって各将来時点に生じる社会的費用を現在価値換算で足し上げた
ものに他ならない．実際，上の (11)を用いれば，(12)は

SCCt =
∞∑

τ=t+1

(
1

1 + ρ

)τ−t
uc(cτ , Tτ )

uc(ct, Tt)︸ ︷︷ ︸
=:RC,τ

(
− dCτ

dM0,t+1

)
︸ ︷︷ ︸

=:∆Cτ

−uT (ct, Tt)

uc(ct, Tt)︸ ︷︷ ︸
=:pt

∞∑
τ=t+1

(
1

1 + ρ

)τ−t
uT (cτ , Tτ )

uT (ct, Tt)︸ ︷︷ ︸
=:RT,τ

(
dTτ

dM0,t+1

)
︸ ︷︷ ︸

=:∆Tτ

=
∞∑

τ=t+1

RC,τ∆Cτ + pt

∞∑
τ=t+1

RT,τ∆Tτ (13)

のように書き直すことができる．右辺の∆Cτ は，時点 tにおける二酸化炭
素の排出によって時点 τ ≥ t + 1に生じる消費への影響である．一方RC,τ

は，（消費の）割引因子と呼ばれるもので，将来時点 τ における消費財Cτ

の（現在時点 tにおける消費財Ctと比較した）相対的な価値を表わしてい
る．したがってRC,τ∆Cτ は，二酸化炭素の排出によって時点 τ に生じる消
費への影響を，現在価値（Ctの単位に換算したもの）で捉えたものである．
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同様に，RT,τ∆Tτ は時点 τ に生じる気温上昇の直接的な負効用の（Ttの単
位で測った）現在価値である．Ctと Ttとは異なる「財」であるから，(13)
の第一項と第二項とを足し合わせる際に，二つの財の交換比率 ptを用いて
消費財の単位に統一している12）．
一般に，(12)あるいは (13)によって与えられる SCCについて，その値

を推定するためには数値計算が必要になる．モデルをカリブレイトした上
で（つまり，パラメタの値を現実と整合性を持つように設定して）計算機に
最適化問題を解かせることで，モデルの均衡を求めたり SCCを計算したり
するのである．例えば Nordhaus (2014)は，DICE-2013Rモデルのシミュ
レーションに基いて，2015年時点の SCCの値を 1炭素トンあたり 69ドル
（二酸化炭素 1トンあたりで 18.6ドル）と見積っている．また，米国では
「炭素の社会的費用に関する省庁間作業部会（interagency working group:
IWG）」が立ち上げられ，DICEモデル，FUNDモデル (Tol, 1997; Waldhoff
et al., 2014)，PAGEモデル (Hope et al., 1993; Hope, 2006)という 3つの代
表的な気候経済モデルを用いて SCCの値が推定された (Greenstone et al.,
2013)．IWG (2015)によると，SCCの値は，後ほど触れる割引率の値に応
じて，1炭素トンあたりで 41ドルから 207ドル（二酸化炭素 1トンあたり
で 11ドルから 56ドル）程度とされている．
一方，数値計算を用いずに，いくつかの仮定を組み合わせることで SCC

を解析的に求める研究も盛んになってきている (Gerlagh and Liski, 2012;
Iverson, 2013; Golosov et al., 2014; Gerlagh and Liski, 2014; Traeger, 2015;
van den Bijgaart et al., 2016)．具体的には，例えば

d(T ; s) := e
ln(2)

s
T − 1 (14)

として，u(c, T )とΩ(T )をそれぞれ

u(c, T ) = ln(c)− ξud(T ; s), Ω(T ) = e−ξyd(T ;s) (15)

のように特定化してみよう．パラメタの ξu, ξy > 0は，平均気温の上昇が個
人の効用と集計経済に及ぼす影響をそれぞれ捉えている13），また，十分に長
い単位時間（少なくとも 10年）を想定することで，資本減耗率を 100%（す
なわち δK = 1）で近似する．人口は一定の率で成長するものとして，単位
時間あたりの成長率を n < ρとしよう．さらに，二酸化炭素以外の要因が
放射強制力に与える影響はどの時点でもおおよそ一定であると仮定して，
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それを F̄ で表わす．すると，時点 tにおける消費に占める SCCの割合は，

SCCt

Ct

≈ 2
F̄

F2×

M̄0

(
ξy

1− αβ
+ ξu

)
F2×

(1− β)χs+ βF2×
βb (16)

のような「公式」によって近似できる14）．ここで，βは割引率を人口成長率
で調整したもの（つまり β := (1+n)/(1+ ρ)）で，b > 0は行列 (1− βΦ)−1

の第一行第一列目の要素である．(16)を用いれば，最適化問題を数値的に
解くことなく，SCCの値を直接に計算することが可能である．
このようなシンプルな SCCの公式は，上に述べたような単純化の仮定

に依存しており，数値計算に基づく SCCの推定を完全に代替するものでは
ない．しかしながら，計算過程がブラックボックス化しがちな数値分析を
補完するものとして，近似的ではあっても閉形式で解を得ることは有用で
ある．とくに，(16)の右辺は気候システムや損害関数，生産技術，選好と
いったモデルの構成要素に関するパラメタから成っており，構成要素のそ
れぞれが SCCの決定要因としてどの程度重要であるのかを見てとることが
できる．また，右辺のパラメタの中には，その妥当な値についておおまか
な合意が存在するものもあれば，現時点では科学的に明らかになっていな
いものや，更なる実証研究を必要とするものもある．議論の余地が残され
ている部分について，特定の仮定を置いた上で数値計算の結果を示すので
はなく，(16)のように検証が容易な形で SCCを提示することは，政策的な
議論を建設的な形で進める上でも重要であろう．

3.3 理論分析の課題
関心のある読者のために，気候変動の理論分析に関する他の研究課題につい
ても言及しておく．もっとも，気候変動の経済分析で扱われるテーマは多
岐に渡り，その全てを網羅的に記述することは現実的でない．気候変動の経
済学的な分析に関する全般的な紹介についてはKolstad and Toman (2005)
を，分析手法を含む詳細な解説については Karp and Traeger (2016)を参
照されたい．マクロ経済モデルに焦点を当てた最近の研究動向については，
Hassler et al. (2016)の解説が参考になる．以下では，いくつかの主要な
テーマに限って，その要点をまとめることにする．
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3.3.1 割引率

気候変動が経済学的な関心事となって以来，一貫して主要な論点であり続け
てきたのが割引率である．ここで言う割引率とは，割引因子（RC,τやRT,τ）
の減少率を指し，その役割は資本市場における実質利子率との類比によっ
て理解できる．例えば，利子率が年率で 4%であったとすると，現時点の 1

ドルは一年後の 1 + 0.04 = 1.04ドルと交換可能である．この時，1年後に
得られる 1ドルの現在価値は 1/(1+ 0.04) ≈ 0.96ドルであると言ってよい．
同様にして，2年後に得られる 1ドルの現在価値は 1/(1 + 0.04)2 ≈ 0.92ド
ルである．明らかに，利子率が高ければ将来の 1ドルの現在価値は小さく
なり，それが遠い将来時点であるほど利子率の影響を大きく受ける．これ
は，将来時点に何らかのリターンを見込める投資プロジェクトを考えた時，
そのリターンの現在価値が利子率に応じて変わってくるということである．
相対的に低い利子率の下では投資に値する案件であっても，利子率が高ま
ればプロジェクトの実施は正当化できなくなるかもしれない．
気候変動の文脈で割引率（≈利子率）が重要になるのは，二酸化炭素

を削減するための費用が直ちに生じるのに対して，その便益の大部分は遠
い将来時点になるまで得られないからである．このような長期的な「投資
プロジェクト」においては，割引率が費用便益分析の結論を大きく左右す
る．例えば，IWG (2015)の推定によると，割引率を年率 5%とした場合の
SCCは 41ドル程度であるのに対して，2.5%の割引率では 207ドルにもな
る．100ドルの費用をかけて二酸化炭素を 1炭素トン削減するプロジェク
トは，前者の想定では正当化されないが，後者の想定では実施すべきもの
と判断される．より極端な例では，例えば SCCを (16)のような公式で近似
した場合，limρ→n SCCt = ∞となることが示せるから，時間選好率（割引
率の一部）が十分に小さければどのような費用を払ってでも二酸化炭素を
削減すべきということになる．この例が端的に示すように，気候変動に関
する費用便益分析は割引率の想定に対して極めてセンシティブであり，そ
れゆえに適切な割引率の値を決定するための議論が今も続いている．この
テーマに関する近年の研究成果については，Gollier (2012)および Gollier
and Hammitt (2014)に詳しい．

3.3.2 不確実性

気候変動の経済分析の中では，不確実性を如何にして考慮するかという論
点も避けて通ることはできない．考慮すべき不確実性は，大きく分けて 3
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つある．社会経済に関する不確実性，気候システムに関する不確実性，そ
して気候変動の損害に関する不確実性である．まず，気候変動は非常に長
期間にわたって生じる問題であるから，遠い将来時点の社会経済の状況に
ついて，ある程度の見通しが必要になる．しかしながら，社会全体がこの
先どの程度豊かになるか（At）や，二酸化炭素を削減する技術がどの程度の
速さで進歩するか（Ai,t）といったことは，いずれも大きな不確実性を含む．
次に，たとえ社会経済の発展や二酸化炭素の排出経路を所与としたとして
も，それがどの程度の気候変動をもたらすのかを正確に予測することは困
難である．前節で既に触れたように，気候システムのフィードバック効果
（f）の推定は容易でなく，また炭素循環（Φ）についても不確実性が残され
ている (Joos et al., 2013)．したがって，実際に生じる気候変動は予想され
ているものよりも小規模になる可能性もあれば，逆に想定外に深刻なもの
になる可能性もある．さらに，気候変動の程度自体に不確実性がなかった
としても，それによって引き起こされる損害（ξuや ξy）については，その
かなりの部分が十分に明らかにされていないか，あるいは全くの未知であ
る．次節で述べるように，近年の実証研究によって，気候と社会経済との
間にある因果関係は徐々に解明されつつある．それでも，人類が過去に経
験したことのないような気候変動の影響を推し量ることは，実証研究の発
展を以ってしても困難である．気候変動の経済分析においては，このよう
な不確実性が残り続けることを前提に，いかにして合理的な意思決定が可
能であるかを考えなければならない．理論分析における不確実性の取り扱
いについては，例えばTraeger (2009)，Heal and Millner (2014)，Lemoine
and Traeger (2016)などに詳しい．

3.3.3 ゲーム

気候変動が持つ際立った特徴は，その影響が遠い将来時点にまで及ぶこと
と，因果関係の様々な次元に不確実性が存在することである．これらの特
徴は，上で述べたように，二酸化炭素に対する最適な価格設定を困難にす
る．しかしさらに厄介なのは，仮に最適な価格設定に関するコンセンサス
が得られていたとしても，それをそのまま政策に反映させられるわけでは
ないということである．大気中の二酸化炭素は国境を越えた負の公共財で
あり，したがってその水準を管理するための政策は各国の戦略の影響を免
れない．世界全体にとって最適な政策が個々の国家にとって最適であると
は限らないため，現状に明らかな非効率性が存在しても，状況を改善する
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ことは困難である．このことは，気候変動に関する国際的な枠組み作りが
遅々として進まず，現時点でも十分な実行力を持った条約が存在していな
いことからも分かる．
また近年では，国家間だけでなく，世代間の依存関係も注目されるよう

になってきている．現世代が次世代の利益を必ずしも代表しないように，
次世代も現世代の望む通りに行動するとは限らない．後続の世代がどのよ
うに振る舞うか（についての信念）に応じて，現在の世代が取るべき行動も
異なったものになる．例えば，現在世代による単純な二酸化炭素の削減は，
後続世代による二酸化炭素の排出によって容易に相殺され得る．このよう
な世代間の戦略的依存関係を前提とすれば，低コストで実現可能な排出削減
政策よりも，高額な初期投資を必要とする再生可能エネルギーへのコミット
メントの方が効果的な気候変動政策になる可能性もある．国家間ゲームの
理論的な取り扱いに関してはBarrett (2005)や Finus and Caparros (2015)
が15），世代間ゲームについてはKarp (2005, 2007, 2016)やKarp and Rezai
(2014)が参考になる．

3.3.4 数値分析

もはや計算機を用いない実証分析など考えられないように，近年では，理
論分析についても手計算だけで完結するものではなくなりつつある．とく
に気候変動の経済分析は数値計算と密接に結び付いており，モデルを解析
的に特徴付けるだけでなく，分析結果を定量的に解釈することも当然のよ
うに求められる．上に挙げたような研究課題に取り組むためには，経済理
論に精通しているのはもちろんのこと，数値計算に関する基礎的な理解と
プログラミングのスキルが不可欠である．初期の研究における数値分析は，
不確実性の影響を考慮するものであっても，あるいは戦略的な状況を扱うも
のであっても，オープンループ型の解に焦点を当てた単純なものが多かった
(Roughgarden and Schneider, 1999; Nordhaus and Yang, 1996)．しかし最
近では，動的計画法を数値計算によって解くことで，不確実性下における学
習効果を定量化したり，動学ゲームのマルコフ完全均衡を求めたりといっ
た形で，より複雑な分析が一般的になってきている (Lemoine and Rudik,
2017; Sakamoto et al., 2017)．また，気候経済モデルは標準的な経済モデル
に比べて状態変数の数（次元）が多く，次元の呪い（curse of dimensionality）
と呼ばれる問題を克服することも 1つの課題になる．経済学への応用を念
頭に置いた数値分析の解説については，Judd (1998)やMiranda and Fackler
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(2002)を参照されたい．

4 実証分析
理論分析に比べて，気候変動の影響に関する実証分析は，問題の重要性が広
く認識されるようになってからも経済学者の関心を十分に集めてこなかっ
た．気候と経済との関係を精査できるだけのデータが整備されておらず，
因果関係を識別するための手法も確立されていなかったからである．しか
し最近になって，様々な気候データを経済データと結びつけることが可能
になり，適切な計量分析の手法についてもある程度の共通認識ができたこ
とで，気候の変化が経済活動に及ぼす影響を明らかにしようとする機運が
高まりを見せている．以下では，主に時系列データを用いた分析に焦点を
当てながら，気候変動に関する近年の実証研究について概観する．

4.1 分析の手法
気候変動に関する実証研究の中で求められるのは，気候に関する変数と社
会経済に関する変数との間にある，恒常的な因果関係を特定することであ
る．例えば，xを気候変数（気温や降水量，特定の気象条件の発生頻度や
強度など），yを経済変数（農産物の生産高や労働供給量，生産性，健康状
態，犯罪率など）としよう．また，x以外の yに影響を与える変数を集め
たベクトルを zで表わそう．我々が知りたいのは，hとmを未知の関数と
して，これらの変数が

y = h(x) +m(z) (17)

のような関係にあった場合の関数 hの形状である．気候に関する変数の多
くは，（少なくとも短期的には）経済活動に対して外生的に与えられるもの
である．したがって，(17)における関数 hは，xから yへの因果関係を捉
えたものと見てよい．

(17)のようなモデルを推定するためには，当然ながら，xの値について
十分なバリエーションを持った標本が必要になる．気候変数 xの実現値に
幅を持たせる方法の 1つは，気候条件の異なる地域を含むクロスセクショ
ンデータを用いることである．具体的には，例えば xを年間の平均気温，y
を熱中症に起因する年間死亡率として，xと yとの間に存在する（かもし
れない）因果関係に関心があるとしよう．この場合，平均気温の異なる二
つの国の死亡率を比較することで，平均気温の変化が死亡率に及ぼす影響
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を推定することができる．もちろん，死亡率を左右するのは平均気温だけ
ではないから，適当な変数を zに加えて他の要因をコントロールできるこ
とが前提となる．気候変動の影響を分析した初期の実証研究の多くは，こ
のようなクロスセクションデータを用いたものであった (Tol, 2009)．
クロスセクションデータを用いた分析の問題は，zを通してコントロー

ルすべき要因が必ずしも明らかでなく，本来考慮すべき説明変数を省略し
てしまうリスクが常に存在することである．特に，yの値を左右する変数
で，xとも相関するようなものを zに含めなかった場合，分析の結果はバ
イアスを伴ったものになる．熱中症の例では，一般的な傾向として，経済
の発展に伴って死亡率は低下する．その一方で，発展途上国の多くが低緯
度地域に位置しているため，経済発展の水準は平均気温と負の相関関係を
持つ．したがって，経済発展の影響を zの中で考慮しなかった場合，推定
結果は平均気温の影響を過大に評価する可能性が高い．このような単純な
例では自明であるが，一般には，省略変数の有無やその影響を確認するこ
とは困難である．
また，必要な説明変数を省略することのないよう，なるべく多くの変数

をコントロールすればよいという訳でもない．平均気温や降水量といった
気候に関する変数は，多様な経路を通じて社会経済に影響を及ぼすため，z
に含まれる他の説明変数が内生的に xの影響を受けたものになる可能性が
高いからである．例えば，yに対する経済発展の影響をコントロールする
方法として，GDPを説明変数に加えることが考えられる．しかしながら，
GDP自体が気候の影響を受ける内生変数であるため，GDPをコントロー
ルしてしまうと，xがGDPを介して間接的に yに与える影響を捉えること
ができない．説明変数を zに加える際には，外生変数の中から適当なもの
を探すか，内生変数であっても気候の影響を受けないものを慎重に選ぶ必
要がある．
このような背景から，気候変動に関する実証研究の最近の傾向として，

時系列データやパネルデータが頻繁に用いられるようになってきている．
平均気温や降水量といった気候に関する変数は，同一の地点で観測された
ものであっても，時間を通じておおよそランダム変動する．したがって，ク
ロスセクションデータのように異なる地点を比較せずとも，十分に長期間
の観測データがあれば，自然の変動を通じて xの値にバリエーションを得
ることが可能である．さらに，同じ地点を異なる時点で比較するものであ
るがゆえに，他の説明変数を zに加える必要性も低い．トレンド項や固定
効果を適切に導入しさえすれば，yを説明するその他の要因を（観測不可
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図 4: 時系列データを用いた実証分析の概略．分布やデータは架空のもの．Car-
leton and Hsiang (2016)の Fig. 1を参考に作成．

能なものも含めて）ある程度コントロールすることができる．分析の結果
として得られる関数 hの情報は，気候変数 xが様々な経路を通して yに与
える正味の影響を捉えたものになる．
図 4は，時系列データを用いた実証分析のアイディアを図示したもの

である．概念の上では，平均気温のような気候変数は確率変数であり，特
定の確率分布に従ってその実現値が生成される．実現する平均気温の値は
毎年異なるが，その背後にある確率分布自体は，少なくとも短期的には一
定である．パネル Aに示したように，気候変動とはこの確率分布が（例え
ば fXから fX̃に）変化することに相当し，それに伴って，気候変数の実現
値が以前とは異なったものになり易くなる．このような分布の変化が，ど
のようなメカニズムを通して，またどの程度の規模で生じるのかを明らか
にすることは，主に自然科学的な研究課題である．一方，経済学的な実証
研究で問題になるのは，関心のある経済変数が気候変数の影響を受けるか
どうか，そして影響を受けるのだとしたら，その経済変数の分布が将来ど
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のように変化するのかということである．我々が直接観察できるのは，現
在の気候の下で実現した気候変数 xの時系列データ（パネル B）と，対応
する経済変数 yの時系列データ（パネル D）である．これらのデータを適
切に用いることで，xと yとの間に存在する因果関係 y = h(x)を明らかに
することができる（パネル C）．そしてこの因果関係を所与とすれば，気候
変動に伴って気候変数の分布が fXから fX̃に変化した場合に，経済変数の
分布は fY から fỸ へと変化するであろう，といった予測が可能になる（パ
ネル E）．
このようなアプローチは，クロスセクションデータを用いた分析に比べ

て頑健な推定を可能にするが，その推定結果の解釈には注意を要する．と
くに，時系列データから読み取ることができるのは，あくまで経済変数が
短期的な気象（weather）の変動に対してどのように反応するかということ
であり，それは必ずしも長期的な気候（climate）の変化に対する反応を意
味しない．例えば，ある気候（パネル Aの fX）の下で平均気温が x = 20度
（非常に稀な実現値）であった場合と，別の気候（パネル Aの fX̃）の下で
平均気温が 20度（平均的な実現値）であった場合とでは，人々の期待値が
異なる分，経済の反応も異なったものになると考えられる．また，たとえ
期待値の影響がなかったとしても，気候が変化してゆく過程で，人々の行
動や経済の構造は新たな気候に適応したものになってゆくはずである．そ
のような適応が可能である分，将来時点における因果関係（パネル Cの h̃）
は，現時点で観察される因果関係 hとは異なったものになる可能性がある．

4.2 気候と経済成長
実証分析の具体的な例として，平均気温が各国の経済成長に及ぼす影響に
ついて，実際にパネルデータを用いて推定してみよう．下準備として，まず
は気候に関するデータを分析に適した形式に整える作業が必要になる．気
候に関するデータは，その多くが自然科学的な研究での利用を念頭に置い
たものであり，そのままでは経済学の研究に適さないことが多い．物理的
な観測データと社会経済の統計とを組み合わせることで，気候変数を経済
学的に意味のある形で定義し直す必要も生じる．具体的には，気温や降水
量に関する主要な時系列データは，地表を格子状に区切ったグリッドデー
タ形式で提供されており，国や行政区域の単位で測られる経済変数に直接
的には対応しない．また，グリッドデータの各セルの値を単純に集計した
だけでは，経済分析に適した変数にならないことも多い．とくに，経済分
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図 5: 気候変数に関するパネルデータの作成．パネルAとBは，2000年の平均気
温と平均降水量を示したもので，Willmott and Matsuura (2015)のグリッドデー
タに基づく．パネル Cは，CIESIN (2016)によるグリッドデータを用いて同年の
人口分布を示したもの．パネルDと Eは，二つのデータを組み合わせて作成した
1900年から 2014年までのパネルデータについて，具体例として日本の時系列デー
タを示したもの．

析で重要になるのは実質的な影響であるから，例えば人口の少ないセルで
起こる気候の変化よりも，人口の多いセルで起こる変化の方が相対的に大
きな意味を持つ．したがって，ある国の経済活動に対する気候の影響を測
るためには，国境で囲われた領域に含まれるセル内の気候について，それ
ぞれのセル内の人口で加重平均をとったものを用いる必要がある．
ここでは，Willmott and Matsuura (2015)のグリッドデータを基にパネ

ルデータを作成してみる．このデータでは，1900年 1月から 2014年 12月
までの，月ごとの気温と降水量が 0.5度四方のセル単位で提供されている．
一方，各セル内の人口については，CIESIN (2016)によるグリッドデータ
（こちらは 2000年時点の分布で固定する）が利用可能である16）．それぞれ
のグリッドデータから得た気温，降水量および人口について，2000年時点
の値を図 5のパネル A–Cに示した．これらのデータに各国の領土データ
を組合わせることで17），人口で重み付けられた気温と降水量の時系列デー
タを国単位で得ることができる．一例として，日本の気温と降水量につい
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表 1: 気候変数の経済成長率への影響

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)
全標本 アイルランド 米国 南アフリカ 全標本 1960–1992 1993–2014

Ti,t −0.045 2.571∗∗ −0.176 −2.961∗∗∗ 1.466∗∗∗ 1.069∗∗∗ 1.025∗∗∗

(0.165) (1.170) (0.730) (1.024) (0.320) (0.351) (0.395)

T 2
i,t −0.052∗∗∗ −0.053∗∗∗ −0.044∗∗∗

(0.009) (0.014) (0.014)

Pi,t 0.021 −0.287 −0.515 −0.307 0.242∗∗ 0.366∗∗ 0.077
(0.042) (0.613) (0.481) (0.436) (0.116) (0.181) (0.133)

P 2
i,t −0.007∗∗∗ −0.010∗∗ −0.003

(0.003) (0.005) (0.003)

標本サイズ 7391 44 54 54 7391 3763 3628
R2 0.271 0.248 0.137 0.371 0.274 0.335 0.431

注: 表中の ∗，∗∗，∗∗∗ は，それぞれ 10%，5%，1%の水準で推定結果が統計的に有意であることを
意味する．括弧内の数字は標準誤差．

て，セルごとの人口で加重平均をとった時系列データを図 5のパネルD–E
に示した．被説明変数である経済成長率は，World Bank (2016)のデータ
ベースから取得することにしよう．このデータベースには，各国の一人あ
たりGDP成長率について，1960年から 2015年までの不完備パネルデータ
が含まれている．
計量モデルについては，さしあたって

gi,t = αi + βTi,t + γPi,t + µt + θi,1t+ θi,2t
2 + ϵi,t (18)

のような線形モデルを考えよう．左辺の gi,tは国 iの時点 tにおける一人
あたりGDP成長率，右辺の Ti,tと Pi,tはそれぞれ平均気温と降水量（いず
れも人口加重平均）で，残りの θi,1t+ θi,2t

2は各国に固有のトレンドをコン
トロールするための項である．モデルの推定結果を，表 1の 1列目に示し
た．いずれの係数も統計的に有意でなく，この結果からは，気温や降水量
は経済成長率に影響を及ぼさないように見える．一方，世界全体のデータ
を用いるのではなく，標本を国別の時系列データに限定すると，国によっ
ては気温の影響が有意になってくる．例えば，表 1の 2–4列目は，アイル
ランドと米国，南アフリカを部分標本とした場合の結果をそれぞれ示して
いる．米国に関しては依然として有意な影響が見られないが，アイルラン
ドでは平均気温の上昇が経済成長率を押し上げるのに対して，南アフリカ
では逆に経済成長率を低下させることが分かる．
この種の分析に一早く取り組んだDell et al. (2012)は，成長率への影響

が国によって異なるのは，主に所得水準の違いによるものであると考えた．
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図 6: 平均気温が経済成長率に及ぼす影響．パネルA–Fは，線形モデルを仮定し
て国ごとに推定した結果を示している．パネルGは，非線形モデルを仮定した上
で，標本全体（1960–2014）および部分標本（1960–1992，1993–2014）を用いて推
定した結果．網掛けされた領域は 90%信頼区間．

例えば，高所得国と低所得国とに標本を大きく分割した場合，高所得国で
は（有意でない）正の影響が見られるのに対して，低所得国では負の影響
が確認できる (Dell et al., 2012)．この解釈に従えば，平均気温と経済成長
率との間の因果関係（図 4の関数 h）は，所得の水準に応じて変化するこ
とになる．一方，同様の分析を行なった Burke et al. (2015)は，影響に差
があるのは平均気温の絶対的な水準が国によって異なるためであり，因果
関係そのものは世界全体でおおよそ共通であると見ている．実際，(18)に
非線形の項を加えて分析を行うと，表 1の 5列目に示したように，世界全
体の標本を用いた場合にも十分に有意な結果を得る．より具体的には，気
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温と成長率との間には図 6のパネルGに示したような逆U字型の関係が存
在し，気温が「最適な水準」である 14℃付近から乖離するにつれて経済成
長率は低下する．したがって，平均気温が限界的に上昇した場合，現時点
での気温が比較的低い国では成長率を押し上げる一方で，気温が既に高い
国では成長率を低下させることになる（パネルA–F）．同様の関係は，高所
得国のみ（あるいは低所得国のみ）を標本とした場合にも認められ，所得
をコントロールしても結果は大きく変わらない18）．将来もこの因果関係に
大きな変化がないとすれば，例えば IPCC (2013)の将来予測シナリオ等と
組み合わせることで，気候変動によって各国の経済成長がどのような影響
を受けるかをある程度予測することができる．

4.3 実証分析の課題
気候変動の実証分析については，既に優れたサーベイ論文が複数存在してお
り，関心のある読者はそちらを一読することを薦める．とくに，パネルデー
タを用いた研究の包括的な解説についてはDell et al. (2014)を，豊富な具
体例を交えた近年の研究動向の紹介についてはCarleton and Hsiang (2016)
を参照されたい．また，方法論に関する議論については Hsiang (2016)が
詳しく，気候データの取り扱いについてはAuffhammer et al. (2013)が参
考になる．以下では，気候変動の実証分析における主立った論点を簡単に
まとめる．

4.3.1 適応

おそらく最も大きな論点は，このような実証研究を通して，果たして長期
的な気候変動の影響を捉えられるのかということである．既に上でも触れ
たように，長期的な気候の変化による影響は，短期的な気象の変動による
影響と必ずしも一致しない．例えば，例年になく気温が高くなったという
ケース（気象の変動）では，予期せぬ暑さに熱中症の患者が増加することも
起こり得る．しかし高い平均気温が常態化している場合（気候の変化）で
あれば，おそらくは多くの人が水分補給のための飲料水を携帯する習慣を
身に付けており，同じ気温であっても難を逃れるという可能性もある．あ
るいは，気候の変化によって空調機器が従来必要とされなかった地域にも
普及すれば，気候変数と経済変数との結び付きは，過去のデータが示すほ
ど強いものではなくなるかもしれない．さらに中長期的には，気候が変化
した事実が広く認識されることで，変化後の気候に適した農作物の品種が
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開発されたり，頻発する異常気象に対応できるインフラが整備されたりと
いった形で，影響を緩和するような技術革新が促されることも考えられる．
このような適応策の中には，技術的に既に利用可能で，気候の変化を人々
が認識するだけで効力を持つものもあれば，今後の外生的な技術発展とと
もに実現するであろうものや，気候変動が起こることで初めて経済合理性
を満たすようになるものもある．
将来の適応可能性を予測することは極めて困難であるが，今あるデー

タを基にして，過去に適応が生じたかどうかを問うことはできる．例えば，
表 1の 6–7列目および図 6のパネルGには，標本を二つの期間（1960年
から 1992年および 1993年から 2014年）に分割した場合の結果を示してあ
る．1992年以前と 1993年以降とで推定された因果関係に大きな変化はな
く，この期間に限って言えば，効果的な適応は生じなかったように見える．
この間に社会経済を取り巻く環境は大きく変わり，また気候の変化もある
程度生じていたこと（図 2のパネルD）を考えると，この結果は，少なく
とも気温と経済成長率との因果関係については，適応が容易でないことを
示唆している．一方，適応の可能性が極めて大きいケースも存在する．例
えば，米国における気温と死亡率との因果関係は 1960年以前と以降とで劇
的に変化しており，その大部分が空調機器の普及によって説明できること
が知られている (Barreca et al., 2016)．したがって，このような健康面で
の直接的な影響については，現時点では強い因果関係が確認されている途
上国であっても，経済の発展に伴って適応が進む可能性が高い．

4.3.2 前例のない気候の影響

時系列データを用いた実証分析は，説明変数の値にバリエーションを得る
方法として，自然のランダムな変動を利用している．そのため，この方法
によって推定される因果関係は，気候変数の実現値が比較的狭い範囲（図 4
で網掛けされた範囲）にある場合にしか妥当性を持たない．例えば，図 6
のパネルA–Fからも明らかなように，各国の気温が平均値から 2℃以上乖
離することはほとんどない．したがって，平均値から 3℃や 4℃も乖離する
ような場合について，それが経済にどの程度の影響を及ぼすのかを予測す
ることは難しい．多くの場合，線形の因果関係をそのまま延長したり，あ
るいはより保守的に，観測された影響の最大値を観測範囲外にも適用した
りといった形で，場当たり的に対応しているのが現状である (Houser et al.,
2015)．上で紹介した経済成長率への影響の例では，世界全体をカバーする
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パネルデータを用い，全ての国に共通する因果関係を推定することで，こ
の問題を部分的に回避している．
関連する論点として，経験的に得られた因果関係を延長するだけでは，

気候変動によって構造的な変化が生じる場合に対応できないという問題も
ある．気温が 3℃上昇することの意味を気温が 2℃上昇した過去の経験から
類推することは，気候や経済の仕組みに構造的な変化が生じないことを前提
とすれば妥当である．しかしながら，例えば気候システムの臨界点（tipping
points）の存在を考えた場合，これは適当な想定ではなくなってくる．気候
システムの臨界点とは，平均気温がある閾値を超えると，海洋の深層循環
の停止やグリーランドにおける氷床の不安定化といった，大規模で不可逆
的な変化がシステム全体に生じることを指して言う．Lenton et al. (2008)
によれば，気温の上昇幅の閾値はおおよそ 3度から 6度である可能性が高
く，その閾値を一端超えると大幅な海面上昇や気象条件の極端な変化を引
き起こしかねないとされる．あるいは，気候システムの構造に変化はなく
とも，平均気温の上昇に伴う大規模な難民や紛争の勃発によって，社会経
済が構造的な変化を強いられる可能性もある．このような破局的な事象に
ついて，その蓋然性や規模を定量化することは困難であるが，何らかの形
で影響評価に組込むことが求められている．

4.3.3 影響の経路

気候変数が経済変数に及ぼす影響の程度については，近年の実証研究の中
で特定されつつある．しかしながら，その影響が具体的にどのような経路
を通じて生じているのかという，背後にあるメカニズムについては明らか
にならないことが多い．これは，影響の経路に関する具体的な構造を与え
ずに，(18)のような誘導型モデルを推定しているからである．気候変数が
経済変数に影響を及ぼす経路は，潜在的には無数に存在し，その全てが観察
可能であるとは限らない．したがって，あらゆる経路を考慮した「正味の
影響」を知ることができるのは，誘導型モデルを用いた研究の利点でもあ
る．一方で，メカニズムをブラックボックスにしたまま因果関係を推定し
ているがゆえに，その推定結果は柔軟性を欠いたものになる．例えば，観
察された因果関係の中で与件とされていた事情が，将来の時点で妥当性を
持たなくなることが分かっていても，それを適切な形で将来予測に反映さ
せることができない．とくに，将来予測の中では適応の可能性（およびそ
のために必要となる費用）を考慮することが重要になるが，具体的な影響
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の経路を知らずにそういった情報を反映させることは困難である．

4.3.4 一般均衡効果

別の論点として，異地点間あるいは異時点間での相互作用の影響が，局所
的な影響と区別されずに推定されてしまっているという問題もある．例え
ば，ある地点（時点）の平均気温は一定であったとしても，他の地点（時
点）の平均気温に変化があった場合には，気温に変化のなかった地点（時
点）にも何らかの影響が生じる可能性が高い．あるいは，同程度の気温の
上昇であっても，特定の地点（時点）だけがそれを経験する場合と，全て
の地点（時点）が同時に経験する場合とでは，全体での影響が異なるのは
もちろんのこと，局所的な経済変数への影響も異なったものになるはずで
ある．ある地点（時点）で行われるはずであった経済活動が，気候変数の
影響によって別の地点（時点）に置き換えられるだけのこともあれば，市
場価格への影響や生産要素の移動を通じて複雑な一般均衡効果を生み出す
ことも考えられる．こういった影響については，計量モデルに空間的（時
間的）なラグを導入することで部分的に捕捉することができるが，十分な
分析が行なわれていないのが現状である．

5 おわりに
本稿では，気候変動の経済分析に関する近年の研究を，理論と実証の両面に
ついて概観した．理論面では，気候経済モデルの解析モデルとしての有用
性が改めて認識され，政策的な活用を強く意識した研究が多くなってきて
いる．実証面では，時系列データが積極的に活用されるようになり，社会
経済がいかに気候に依存したものであるかを明らかにしつつある．課題は
依然として多いが，この分野の研究がかつてない程に活発化していること
は間違いない．また研究上の大きな潮流として，気候変動に関する経済分
析が，単なる経済学的な分析ではなくなってきているということも指摘で
きる．理論面でも実証面でも，他の学問領域の知見を経済分析の中に取り
込むことで，例えば自然科学系の学術誌で高い評価を得ることも決して珍
しいことではなくなってきた．今後は，経済学的な方法論に根差した研究
を進めると同時に，分野の垣根を越えた研究に取り組んでゆくことも，よ
り一層求められるようになるだろう．
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注
１）人為起源の二酸化炭素は，気候変動とはまた別の問題として，海洋に大量に吸
収されることで海洋酸性化（ocean acidification）と呼ばれる問題も引き起こ
しており，海洋生態系への悪影響が懸念されている．

２）気候変動に関する最新のデータは，例えばアメリカ海洋大気庁のウェブサイト
（https://www.climate.gov）等から入手できる．データの可視化については，
アメリカ航空宇宙局のウェブサイト（http://climate.nasa.gov）なども参考
になる．

３）大気中の二酸化炭素は濃度（concentration）で表示されることも多く，その場
合の単位には ppmが用いられる．ここでは，地球全体の炭素循環とのつなが
りを示すために，大気中の二酸化炭素をその総量で表わし，単位に GtCを採
用する．なお，1ppmは約 2.13GtCに相当する．

４）大気中の二酸化炭素の量が増加すると，温室効果が強まることによって海水の
温度も上昇する．一方で，海水の温度が上昇すると，それまで海に溶け込んでい
た二酸化炭素が大気中に放出され，温室効果を更に強めることになる．つまり，
大気中の二酸化炭素の増加は，温暖化の原因であると同時に，温暖化の結果で
もある．氷期から間氷期へと移行する過程では，ミランコビッチサイクルと呼
ばれる日射量の周期変動によって，まずは大気および海水の温度が（温室効果
を通さずに）上昇し，それを契機として海水の二酸化炭素が大気中に放出され
ることで，温暖化のフィードバックループが生じると考えられている (Shakun
et al., 2012)．

５）話を簡単にするために，ここでは二酸化炭素以外の放射強制力の変化 F̄tは無
視している．

６）気候システムと経済システムとを統合的に扱うモデルは，自然科学で用いら
れる複雑なモデルも含めて，一般に統合評価モデル（Integrated Assessment
Models: IAM）と呼ばれる．DICEモデルを中心にした IAM全般のサーベイ
としては，例えばNordhaus (2013)がある．

７）本来であれば，石油や石炭などの種類ごとに分けて考えるべきであるが，単純
化のためにここでは「化石燃料」を 1つの財として扱う．

８）なお，「平均気温が Tt度上昇した場合に何ドルの損害が生じるか」といった問
いにはあまり意味がない．同程度の気候の変化であっても，経済活動の規模が
大きければ大きいほど，損害の「額」は大きくなると考えられるからである．

９）このような形で気候変動の影響をモデル化することについては，例えば Stern
(2013)が批判的な検討を行なっている．

10）SCCに関する最近の研究としては，例えばAnthoff and Tol (2013)，Greenstone
et al. (2013)，Weitzman (2013)，Nordhaus (2014)，Moore and Diaz (2015)
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などがある．SCCのサーベイとしては Tol (2013)を，展望的な解説について
は Pizer et al. (2014)，Burke et al. (2016)を参照されたい．

11）炭素量換算ではなく，二酸化炭素を 1トン追加的に排出することで生じる社会
的な費用として定義されることもあり，その場合には「二酸化炭素の社会的費
用（social cost of CO2）」などとも呼ばれる．炭素の質量を 12と定義した場
合の二酸化炭素の相対質量は 44であるから，二酸化炭素 1トンあたりの SCC
は，1炭素トンあたりで計算した SCCの 12/44 ≈ 0.27倍になる．

12）財の相対価格と割引との関係については，Weikard and Zhu (2005)，Hoel and
Sterner (2007)，Gollier (2010)，Traeger (2011)などが詳しく論じている．

13）パラメタ ξu, ξyの適切な値は，モデルで想定される気候感度 sの値に依存する
ことに注意しておく．つまり，モデル上で気候感度 sの値を変更する場合，実
質的な影響 ξu∆(T ; s), ξy∆(T ; s)が変更前と同等の水準となるように，ξu, ξyの
値も変更する必要がある．

14）この (16)の導出は，単純であるが煩雑なため，本稿では割愛する．興味のある
読者は，例えばGerlagh and Liski (2012)やTraeger (2015)が類似の公式を導
出しているので，そちらを参照されたい．

15）最近では，契約理論の観点から環境条約を分析する研究も増えている (Harstad,
2012, 2016; Pichler and Sorger, 2016; Battaglini and Harstad, 2016)．ただし，
このトレンドの先駆けとなったHarstad (2012, 2016)の研究では，主要な命題
の証明に瑕疵が見られるので注意が必要である．

16）CIESIN (2016)のデータは 0.5度四方よりも解像度が高いため，二つのデータ
を突き合わせる際には，Willmott and Matsuura (2015)に合わせて人口デー
タを部分的に集計する必要がある．

17）領土データについては，たとえばNatural Earth（http://www.naturalearthdata.

com）等，パブリックなデータセットが利用可能である．
18）Burke et al. (2015)の結果は，Dell et al. (2012)の結果と整合的である．低所
得国の平均気温は「最適な水準」よりも右側の領域に多く分布しているのに対
して，高所得国の平均気温は「最適な水準」の両側に広く分布している．した
がって，線形モデルを仮定した場合，高所得国への平均的な影響は「最適な水
準」の両側で打ち消し合うことになる．
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